
　　　(前年対比　▲8.7％）

万円です
今年度の予算編成は、国の三位一体改革の影響などにより、大変厳しい財政状況に
ある中、限られた財源でより効率的な行政サービスを提供するために、行財政改革
を柱に、事務事業の見直し、補助金等の整理合理化、投資的事業の抑制をした結果、
予算総額で前年度対比4.8％(５億8,241万円)減の116億4,998万円となりました。

■ 平成18年度上富良野町各会計予算 ■ （単位：万円）千円単位四捨五入しています

対　比比　較平成１7年度平成１8年度会　計　名

▲8.7％▲ 6億4,400万円73億６,２00万円67億1,800万円一般会計合計
2.3％ 2,661万円11億３,302万円11億５,９６3万円国民健康保険特別会計

特
別
会
計

▲ 1.3％▲1,465万円11億6,932万円11億５,467万円老人保健特別会計
▲ 1.6％▲ 600万円3億6,430万円3億5,830万円公共下水道事業特別会計
44.7％2,990万円6,688万円9,678万円簡易水道事業特別会計
2.6％1,679万円6億5,261万円6億6,940万円介護保険特別会計
 4.6％ 1,300万円2億8,100万円2億9,400万円ラベンダーハイツ事業特別会計
1.8％▲ 6,565万円36億6,712万円37億3,277万円特別会計合計

 ▲ 4.4％▲ 4,210万円9億5,428万円9億1,218万円病院事業会計公
営
企
業
会
計 15.3％3,804万円2億4,900万円2億8,704万円水道事業会計

▲0.3％ ▲ 406万円12億   328万円11億9,922万円公営企業会計合計
▲4.8％▲5億8,241万円122億3,239万円116億4,998万円総 合 計
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源
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）
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源
（　

%
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地方交付税　26億8,400万円(40.0%)

国庫支出金　9億2,696万円(13.8%)

町債　4億8,150万円(7.2%)

道支出金　3億7,592万円(5.6%)

その他交付金　3億540万円(4.4%)

地方譲与税　2億6,700万円(4.0%)

町税　９億２6万円(13.4%)
繰入金　2億6,868万円(4.0%)

諸収入　2億871万円(3.1%)
使用料及び手数料　1億3,220万円(2.0%)
繰越金　9,000万円(1.3%)
分担金及び負担金　6,411万円(1.0%)
財産収入、寄付金　1,327万円(0.2%)

歳入の内容
町民の皆さんが、納めている税金
です。町民税､固定資産税､軽自動
車税、たばこ税などがあります｡
町税は町自ら調達できる自主財源
の一つで、町が自主的な行政活動
をするための基礎となる財源です｡
町民１人あたり　73,000円

町　税

財源調整のためや公共施設整備な
どその目的にあった事業を行うた
めに､町が積み立てている基金（貯
金）からの取崩金です｡
町民１人あたり　22,000円

 繰入金

自治体間の財源の不均衡を調整し、
全ての自治体が一定水準の行政レ
ベルを維持できるよう国が集めた
国税の一定割合が地方自治体に交
付されます。本町の歳入の構成は
地方交付税の割合が高いため､国税
の動向や三位一体改革など国の財
政政策に影響されやすい財源構造
となっています｡
町民１人あたり　216,000円

地方交付税

特定の事業の経費に充てるために、
国や北海道から交付される補助金
や負担金のことです｡
国庫支出金の中には、本町に自衛
隊駐屯地や演習場があることに
よって交付される防衛庁関係補助
金が総額で7億8,145万円含まれて
います｡（7頁別表参照）
町民１人あたり　105,000円

国庫支出金
道支出金

施設の建設や土木工事など、多額
の経費を必要とするときの国や金
融機関からの借入金です｡
町民１人あたり　39,000円

町　債

歳入歳入

�

平成18年度町の

予算は、町の行

政ホームページ

及び町政情報提

供コーナーでご

覧いただけます。

■詳しいことは、
企画財政課
��6980



一般会計　67億1,800万円　　
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費
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費
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（
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%
）

（　

・
8
%
）
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平成18年度
予算総額は 116 億 4,998

歳出歳出

歳出の内容

人件費
【職員の給与や議員の報酬など】
町民1人あたり　99,000円

公債費
【今まで借入れした借金の返済金】
町民1人あたり　92,000円

扶助費
【障害者支援や児童手当などの
   社会保障費】
町民1人あたり　32,000円

投資的事業
【道路･河川･公園・学校等の公共
　施設の新設や改修工事などにか
　かる経費】

町民1人あたり　125,000円

補助費等
【各種補助金や病院・消防など
　への支出金】
町民1人あたり　65,000円

物件費
【施設の管理経費や一般事務費など】
町民1人あたり　64,000円

繰出金
【下水道事業や国民健康保険など
６つの特別会計への支出金】
町民1人あたり　43,000円

貸付金
【農・商工業者への貸付金など】
町民1人あたり　11,000円

出資金
【町立病院の施設整備などに対す
　る支出金】
町民1人あたり　7,000円

維持補修費
【道路・建物補修費など】
町民1人あたり　4,000円

集特

■ 防衛庁関係補助金等一覧[一般会計分] ■
金額充当事業名補助事業名

1億500万円消防防災車庫兼消防団詰所新築特定防衛施設周辺整
備調整交付金事業

1,246万円防衛施設周辺民生安定施設整備(除雪重機購入)
防衛施設周辺民生安
定施設整備事業 7,000万円演習場周辺農業用施設設置助成(農業用機械購入)

3,127万円見晴台公園整備
1,001万円中央保育所防音機能復旧(ボイラー更新)防衛施設周辺防音事業

1億8,967万円北２４号道路改良舗装

防衛施設周辺障害防
止事業

3,188万円北２４号排水路支線整備
3,642万円中の沢道路排水路整備
333万円東1線排水路整備
4,129万円ヌッカクシ富良野川支流整備
7,539万円旭野川砂防

上富良野演習場障害
防止事業 1億4,836万円ベベルイ川砂防

2,367万円演習場進入路舗装補修

270万円騒音防止対策事業関連維持費
（保育所・小学校・中学校）防音事業関連維持費

7億8,145万円合　 　計

人件費　12億2,517万円(18.2%)

公債費公債費　11億4,208万円(17.0%)11億4,208万円(17.0%)

扶助費　3億9,738万円(5.9%)

投資的事業　
15億5,025万円(23.1%)

町民１人当たりの額は、平成１８年3月31日現在、
12,408人で算出しています。

� 広報かみふらの 2006.4

補助費等補助費等　8億386万円(12.0%)8億386万円(12.0%)

物件費物件費 7億9,208万円(11.8%)　7億9,208万円(11.8%)

繰出金繰出金　5億5億2,8222,822万円(万円(7.9%7.9%))

貸付金　1億3,125万円(1.9%)

出資金　8,587万円(1.3%)

維持補修費　5,183万円(0.8%)

予備費等　1,001万円(0.1%)
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厳
し
さ
増
す
ま
ち
の
台
所
事
情

厳
し
さ
増
す
ま
ち
の
台
所
事
情　
��
交
付
税
の
減
が
町
の
財
政
を
直
撃

交
付
税
の
減
が
町
の
財
政
を
直
撃��　

　

国
は
、
地
方
分
権
の
推
進
と
簡
素
で
効
率

的
な
行
財
政
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
め
ざ
し
、

平
成　

年
度
か
ら
地
方
財
政
の
在
り
方
を
見

１６

直
す
「
三
位
一
体
の
改
革
（
国
庫
補
助
負
担

金
の
改
革
・
地
方
交
付
税
改
革
・
税
源
移

譲
）
」
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

町
で
は
、
こ
れ
ら
の
改
革
動
向
を
見
極
め

な
が
ら
中
期
財
政
見
通
し
の
試
算
を
行
っ
て

い
ま
す
が
、
こ
の
改
革
に
伴
っ
て
、
町
の
財

政
負
担
が
増
え
る
な
ど
、
財
政
を
取
り
巻
く

環
境
は
依
然
と
し
て
厳
し
く
、
慢
性
的
な
財

源
不
足
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

平
成　

年
度
の
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て

１８

は
、
国
の
改
革
に
伴
う
影
響
を
大
き
く
受
け

る
中
、
収
支
不
足
額
2
億
2
千
万
円
を
削
減

目
標
額
と
定
め
、
「
上
富
良
野
町
行
財
政
改

革
実
施
計
画
」
を
着
実
に
推
進
す
る
こ
と
を

取
組
み
の
柱
に
、
事
務
事
業
の
見
直
し
、
補

助
金
等
の
整
理
合
理
化
、
投
資
的
事
業
の
抑

制
に
よ
り
、
最
終
的
に
は
約
２
億
３
千
万
円

の
縮
減
を
図
り
ま
し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
義
務
的
経
費
で
あ
る
扶

助
費
の
伸
び
と
地
方
交
付
税
な
ど
が
大
き
く

削
減
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
当
初
見
込
み
よ
り

収
支
不
足
額
が
増
大
す
る
結
果
と
な
り
、
最

終
的
に
は
2
億
6
千
9
百
万
円
を
貯
金
で
あ

る
基
金
か
ら
取
り
崩
し
て
収
支
の
均
衡
を
図

り
ま
し
た
。

　

行
財
政
改
革
で
は
、
行
政
内
部
の
改
革
を

中
心
に
し
な
が
ら
も
、
ご
み
手
数
料
の
改
定

を
は
じ
め
各
種
補
助
金
の
縮
減
な
ど
、
町
民

の
皆
さ
ん
に
直
接
ご
負
担
や
ご
協
力
を
お
願

い
す
る
内
容
も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

主
な
見
直
し
の
内
容
は
、
左
表
（
9
頁
）

の
と
お
り
で
す
。

　

今
後
に
お
い
て
も
、
国
は
地
方
交
付
税
を

縮
減
す
る
方
針
で
い
ま
す
の
で
、
引
き
続
き

厳
し
い
財
政
運
営
を
強
い
ら
れ
る
状
況
に
あ

り
ま
す
。

　

行
財
政
改
革
の
め
ざ
す
「
持
続
可
能
な
財

政
構
造
へ
の
転
換
」
「
協
働
シ
ス
テ
ム
づ
く

り
」
「
行
政
資
源
の
戦
略
的
・
重
点
的
な
活

用
」
の
実
現
に
向
け
て
、
引
き
続
き
行
財
政

改
革
の
着
実
な
推
進
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り

ま
す
の
で
、
今
後
も
町
民
皆
さ
ん
の
ご
理
解

と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

行
財
政
改
革
で

2
億
3
千
万
円
を
削
減

　

一
般
会
計
の
予
算
額
は
、　

億
１
千　

万

６７

８００

円
で
、
前
年
対
比　

％
の
減（
６
億
４
千　

万

８．７

４００

円
減
）と
な
り
、
平
成　

年
度
か
ら
３
年
連
続

１６

で
マ
イ
ナ
ス
と
な
り
ま
し
た
。

　

減
額
要
因
と
し
て
は
、
歳
入
（
収
入
）
で

は
三
位
一
体
改
革
に
よ
り
地
方
交
付
税
が
大

幅
に
減
額
さ
れ
た
こ
と
、
歳
出（
支
出
）で
は
、

大
型
事
業
（
麦
乾
燥
調
製
施
設
整
備
、
障
害

防
止
事
業
、
図
書
館
整
備
な
ど
）
の
終
了
や

行
財
政
改
革
に
よ
る
人
件
費
や
物
件
費
の
縮

減
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

　

一
般
会
計
予
算
の
内
容
を
見
て
み
る
と
、

前
の
ペ
ー
ジ
で
も
わ
か
る
よ
う
に
、
収
入
で

は
全
体
の
実
に　

％
が
依
存
財
源
、
い
わ
ゆ

７５

る
国
や
北
海
道
か
ら
の
地
方
交
付
税
や
補
助

金
・
負
担
金
で
占
め
て
い
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
し
か
し
な
が
ら
、
長
引
く
不
景
気
に
よ

る
影
響
か
ら
、
国
や
北
海
道
に
お
い
て
も
見

直
し
が
行
な
わ
れ
、
そ
の
額
も
年
々
少
な
く

な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
自
主
財
源
で
あ
る
町
税
は
、
収
入

全
体
の　

・
４
％
に
し
か
過
ぎ
ず
、
税
制
改

１３

正
な
ど
に
よ
り
前
年
度
よ
り
若
干
増
額
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
景
気
回
復
に
よ
る
増
収

は
ま
だ
ま
だ
見
込
め
な
い
の
が
現
状
で
す
。

　

一
方
支
出
で
は
、
人
件
費
や
公
債
費
な
ど

支
払
い
が
決
ま
っ
て
い
る
義
務
的
経
費
が
全

体
の　

・
１
％
を
占
め
て
お
り
、
行
政
サ
ー

４１

ビ
ス
に
充
て
る
経
費
の
割
合
が
少
な
く
な
っ

て
き
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
予
算
額
を
町
民
一
人
あ
た
り
に

換
算
す
る
と
約　

万
1
千
円
（
前
年
度
約　

５４

５７

万
９
千
円
）の
行
政
経
費
と
な
り
、
町
民
の
方

に
負
担
い
た
だ
い
て
い
る
額（
町
税
、
使
用
料

な
ど
）
は
約
８
万
８
千
円
（
前
年
度
約
８
万

３
千
円
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

緊
縮
型
予
算

�
3
年
連
続
で
前
年
対
比
減�

1人あたりの
行政経費
54万1千円

1人あたりの負担額
(町税、使用料など)

8万8千円
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平成１８年度の行財政改革の主な見直し内容
内　　容　（見直し予定額）項目

736万円

非常勤特別職、議会議員の報酬改正（平成17年7月1日）行政委員会・
附属機関等の
見直し

費用弁償の見直し（町内日当1,000円廃止）

附属機関等の見直し（交通安全対策協議会・青少年問題協議会を廃止。【生活安全推
進協議会】へ移行）

2,928万円退職職員の不補充

人件費の抑
制

1,347万円諸手当の見直し（期末手当加算額の縮減、通勤手当支給区分の見直し、時間外手当の縮減）

2,428万円新給料表導入（8級制⇒6級制）による定期昇給の抑制

1,616万円特別職の給与引き下げ改正（平成17年7月1日）、収入役の廃止（平成17年10月1日）

966万円臨時職員のパート化、嘱託職員の配置見直し(減員)等

1,695万円交際費、食料費、通信運搬費、消耗品、旅費等の縮減経常経費の
削減 864万円施設管理委託経費の縮減（開拓記念館の開設期間の縮小、島津公園管理の見直し等）

1,825万円

生ごみ堆肥化容器購入助成補助（廃止）

補助金等の
整理合理化

幼児口腔検診及びフッ素塗布助成事業補助（検診回数4回⇒2回）

地力増進対策推進事業補助（受益者負担1/3⇒1/2）

酪農ヘルパー利用組合補助、託老所運営事業補助、リフレッシュマ
イタウンかみふらの補助

団体補助で廃止
するもの

商工振興事業補助、かみふらの十勝岳観光協会運営費補助、町アグ
リパートナー協議会補助、職員互助会補助、富良野地方自衛隊協力
会等補助、高齢者事業団運営費補助、老人クラブ連合会等運営費補
助、児童入所委託施設運営費補助、町内労働者団体育成費補助など

団体補助で縮減
する主なもの

収集　可燃・不燃ごみ　小袋【60円⇒70円】、大袋【90円⇒105円】
ゴミ手数料の
改定
（平成18年10月～）

受益者負担
の適正化

　　　粗大ごみ（1個）　小【300円⇒500円】、中【600円⇒700円】、大【900円⇒1,050円】

直接搬入　可燃・不燃ごみ（10kgにつき）　【120円⇒200円】

　　　粗大ごみ（1個）　小【150円⇒250円】、中【300円⇒350円】、大【450円⇒525円】

15歳未満【3,000円⇒6,000円】葬斎場使用料
の改定 15歳以上【6,000円⇒12,000円】

確認申請（床面積の区分に応じて）【5,000～34,000円⇒8,000～41,000円】建築確認申請
手数料の改定 完了検査（床面積の区分に応じて）【10,000～36,000円⇒11,000～39,000円】

生活管理指導員派遣サービス（利用料1割⇒2割）

在宅福祉事業
利用料の改定

生きがい活動支援通所サービス（利用料1割⇒1回800円）

生きがい管理指導短期宿泊サービス（利用料1割⇒2割）

移送サービス、配食サービス（単価改定）

高齢者インフルエンザ負担見直し（負担割合1/3⇒1/2程度）

保育料の見直し（国の基準額の90%⇒95%へ改定）

バス循環線の廃止、ケアハウスの民間移譲民間活力の
活用 指定管理者による施設運営へ移行

・吹上温泉保養センター・パークゴルフ場・日の出公園施設(日の出公園、オートキャンプ場、スキーリフト)

■　平成17年度行財政改革実施計画の進捗状況については、広報かみふらの7月号でお知らせします。


